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「社会保障･税番号大綱」に関するコメント 

 

日 本 証 券 業 協 会 

平成２３年８月５日 

 

１．総論 

 

・ 証券界では、予てより税制改正要望などにおいて、金融所得課税の一体化など、投資家

がリスクを取りやすい投資環境の整備のため、番号制度の導入について進めていただき

たいと申し上げている。 

 

・ したがって、今回、番号制度導入が正式に決定され、大綱が公表されたことは、大変意

義のあるものと評価している。 

 

・ しかしながら、番号制度については、当面の利用範囲として、主に社会保障と税分野が

想定されているが、証券界としては、少なくとも「犯罪収益移転防止法（犯収法）」、「金

融商品取引法（金商法）」、「税法」などの法令や自主規制規則に基づいて行う業務を遂行

する目的での番号の利用については、制度導入当初から認めていただきたい。 

 

・ 具体的には、犯収法、いわゆるマネーロンダリング防止のための本人確認や、不公正取

引防止のための顧客口座の管理に利活用することなど、是非とも実現できる方向で検討

を進めていただきたい。 

 

・ 上記以外にも、情報保有機関の取得する住所情報の民間事業者での利用等、番号制度の

民間活用の可能性ある領域は広いと考えられる。今後の対応も含めた柔軟な対応をお願

いしたい。 

 

・ また、民間において、個人情報の管理が求められることは理解できるものの、番号を利

活用する場面は限られる（＝見える番号のみを利活用するに留まる）と考えることから、

必要以上のセキュリティ態勢やシステム構築を求められることのないよう配慮いただき

たい。 

 

・ 新制度導入に際しては、国民（顧客）にできる限り負担のかからない仕組みを導入し、

手続きを課す場合は、その方法や周知期間等をよく調査・検討した上で、実務上の取扱

いを決める必要があると考える。そうした観点からも、例えば、「番号制度」と「少額投

資非課税制度（日本版ＩＳＡ）」（注）の導入時期との関係など、政府や民間における二重投

                                                  
（注）少額投資非課税制度（日本版ＩＳＡ）とは、個人投資家による非課税口座内の少額上場株式等に係る配

当所得及び譲渡所得等の非課税措置であり、非課税口座の適切な管理のために国税当局が「番号」を付

番し用いられることが前提とされている。現時点において、同制度は、番号制度の導入に先立つ平成

26 年から運用が開始されることとなっている。 
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資に繋がる要因については、関係当局が横断的に連携し、協調することで、国全体で見

た社会的なコスト負担の最小化や事務の効率化が図られるよう配慮していただきたい。 

 

・ その一方で、民間事業者における番号の取得や管理に係る実務の策定や、それに伴うシ

ステム変更等に当たっても、十分な周知・対応期間を設けていただくことはもとより、

国民にとって番号を利用することのメリットを感じるような措置を講じるなど、円滑な

番号制度の定着を図るための施策を別途講じていただくことも必要である。 

 

・ 証券界においては、番号制度の導入が顧客管理や税実務に与える影響が非常に大きいと

想定されることから、法令の整備により制度を具体化するに当たっても、引き続き意見

を汲み取っていただく機会が得られるようお願いしたい。 

 

２．各論 

 

 以下、大綱における各項目に沿って、各論についてコメントを述べる。 

 

頁 大綱の内容 大綱の内容に関するコメント 

 

 

7 

第２ 基本的な考え方 

２．番号制度で何ができるのか 

（２）所得把握の精度の向上等の実現に関す

るもの 

（中略） 

 このような対応が可能となるよう、税務当

局に提出される既存の申告書・法定調書等に

ついては、その提出者（申告を行う者、法定

調書の提出義務者等）に対し、提出者本人及

び記載項目とされている第三者（扶養控除の

対象者、給与等の支払を受ける者等）に係る

「番号」又は「法人番号」の記載を求めるこ

ととする。なお、今後「番号」又は「法人番

号」の記載の具体的な開始時期、正しい「番

号」の告知や本人確認の担保方法等について

検討を進める。また、番号制度の導入趣旨を

踏まえ、諸外国の事例も参考として、法定調

書の拡充についても検討を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 番号制度の導入は、社会保障と税の一体

改革が根底にあり、国民所得を正確に把握

したうえで、公平・公正な社会保障給付を

目指すものであると考える。尚、法定調書

の拡充については、具体的な拡充範囲及び

拡充のスケジュールについても議論した

上で、制度が開始されるまでに明確に示さ

れるべきと考える。 
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頁 大綱の内容 大綱の内容に関するコメント 

8 （３）災害時の活用に関するもの 

 防災福祉の観点から、以下のような取組に

活用可能である。 

①～③（省略） 

④ 生活再建への効果的な支援 

 被災者生活再建支援金等の申請に当たっ

て、必要な証明書等の添付書類が不要になる

など支援金等の迅速・適正な支給が可能にな

る。また、援助対象者を長期にわたって把握

することが可能になることから、被災地市町

村から転出した場合にも、必要な支援を継続

して行うことが可能になる。さらに、震災等

の異常事態発生時には、金融機関から被災者

への預金の払戻し等を「番号」を活用してス

ムースに行うことも可能とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 金融機関から被災者への預金の払戻し等

を「番号」を活用して行う場合、国民のニ

ーズとしては金融商品により活用可能か

どうかの差異が極力生じないことが望ま

しいと考えられる。よって、被災者対応に

関しては、横断的・一律的な適用を中心に

検討すべきである。 

9 （５）事務・手続の簡素化、負担軽減に関す

るもの 

 

① 添付書類の削減等 

 国民が申請･申告等をする場合に必要な行

政機関が発行する書類の添付を省略化する

こと等で、国民の利便が高まるとともに、各

機関の事務コストも削減できる。具体的に

は、現時点の制度（時限立法措置によるもの

も含む。）を前提として、以下のようなもの

が想定される。 

【所得情報等に関する証明書（所得証明書、

納税証明書等）の添付が省略される手続の

例】 

 番号制度の導入に併せて、税法上の守秘義

務が課せられている所得情報等の提供を可

能とする立法措置が講じられていることを

前提に、以下の手続における所得情報等に関

する証明書の添付を省略することが想定さ

れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 添付書類の削減の論点として、国民の利便

性を高めるという観点からは、行政機関が発

行する書類だけではなく、金融商品による所

得の確定申告に添付することとなる民間事

業者が発行する書類の削減も検討対象に加

えていただきたい。具体的な書類の例とし

て、上場株式等の配当等に係る「支払通知

書」や「特定口座年間取引報告書」が挙げら

れる。 
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頁 大綱の内容 大綱の内容に関するコメント 

・ 国民年金法（昭和 34 年法律第 141 号）

等による加給年金、振替加算及び障害基礎

年金の申請に関する手続 

（以下省略） 

② （省略） 

③ 法定調書の提出に係る事業者負担の軽減

 現在、国と地方にそれぞれ記載事項が共通

であるものを提出する義務のある一定額以

上の給与、年金の支払調書について、オンラ

インでの電子的な提出状況を踏まえ、電子的

な提出先を一か所とするなど事業者負担の

軽減が実現できるとともに、各機関の事務コ

ストも削減できる。 

 

 

 

 

 

 

・ 通常、証券会社が顧客に対して開設する

口座は、法定調書の提出が不要とされてい

る国債等の取引しかできない口座ではな

く、法定調書の提出対象とされている株式

等も含めた幅広い金融商品に対して投資

できる口座である。ついては、証券会社が、

顧客に係る将来的な法定調書の提出等に

備え、新規顧客については口座開設時に、

既存顧客については制度施行時に、一律に

「番号」の告知を求めることは「正当な目

的」にあたり、「不当な目的」には該当し

ないとの取扱いとしていただきたい。 

 

14 

３．番号制度に必要な３つの仕組み 

（３）本人確認 

 個人が「番号」を利用する際、利用者が本

人であることを証明するための本人確認（公

的個人認証サービス等）の仕組みをいう。 

 この仕組みは、対面での本人確認やオンラ

インでの本人認証に活用する必要がある。こ

うした本人確認をした上で、利用者が「番号」

の持ち主であることを確認する仕組みとす

ることが望ましい。 

 具体的には、券面に基本４情報及び顔写真

が記載され、公的個人認証サービスを標準搭

載し、「番号」をＩＣチップに記録した後記

第３ⅩのＩＣカードを現行の住民基本台帳

カードを改良の上、国民に交付し、対面での

本人確認やオンラインでの認証に活用する

ことが考えられる。 

（以下省略） 

 

 

 

 

 

・ 大綱では、対面やオンラインでの本人確

認については記載されているが、本人確認

の方法として、郵送により番号を確認する

ケースは明記されていない。 

ここでは、本人確認を郵送での本人確認書

類のやり取りを通じて行うことについて

排除するものではなく、また、郵送で「番

号」の告知を行うことや、「番号」を記載

した書類を送付することについても制限

するものではないと理解しているが、本文

においてその旨を明確化していただきた

い。 
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頁 大綱の内容 大綱の内容に関するコメント 

 

22 

７．今後の進め方 

（３）番号制度の導入に係る費用と便益 

 番号制度の導入に伴う各種のメリットを

実現していく際には、新たなシステム開発が

必要となり、相応のコストが発生せざるをえ

ない。我が国の厳しい財政事情を踏まえれ

ば、番号制度の導入に伴う国及び地方公共団

体の各種事務の一層の行政効率化により、よ

り大きなコスト削減効果の実現を図らなけ

ればならない。 

 「番号」を導入するための費用・期間につ

いては、一般的に、情報の活用範囲を広くす

るほど大きく・長くなることや、個人情報保

護の仕組みの在り方等で相応の増減があり

得ることから、システム等の技術設計や調達

に当たっては、費用対効果を十分に踏まえて

検討を行う。また、費用を誰がどのように負

担するかについて、受益者負担の観点も踏ま

えつつ、別途検討する必要があること等につ

いて、留意する必要がある。 

 費用については、制度設計の仕方によっ

て、実際のシステム改修の程度やその費用が

異なってくることに留意する必要がある。 

 期間については、利用範囲を狭く限ったと

しても、システム改修、「番号」交付、周知・

広報等に要する期間を考慮に入れると、シス

テム稼動までに少なくとも３～４年程度は

かかる見込みであり、費用と同様、各利用事

務に係る制度設計の仕方によって異なって

くることに留意する必要がある。 

 また、番号制度を導入する場合の費用及び

便益について、行政の効率化による経費削減

効果を含め、国民にわかりやすく示すことと

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 番号制度の導入に伴い、番号を記載した

支払調書等の提出等が求められるなど、証

券会社ではシステム対応等に大きなコス

トをかけて対応せざるを得ないことが想

定される。番号制度の一端を担う民間事業

者にとっても、一定のメリットを感じられ

るような仕組みとしていただきたい。 

そうした観点からも、証券会社から顧客に

送付する法定の書類（取引残高報告書な

ど）が不届きの場合、証券会社から国税庁

などの情報保有機関が保有するデータベ

ースに照会を行うことによって最新の住

所情報を入手できるようにしていただき

たい。 

また、その際には、投資家の利便性の観点

からも、番号の告知をした者は、異動時の

告知をしたこととみなしていただきたい。

なお、繰り返しになるが、番号制度の導入

に伴い、証券会社ではシステム対応等に大

きなコストをかけて対応せざるを得ない

ことを勘案し、民間に過度な負担が生じな

いようご配慮いただきたい。 

・ 金融機関及び事業会社の番号登録のため

のシステム対応等、番号制度の導入に伴い

義務的に発生する投資負担については、減

税・補助金等の制度的インセンティブを設

定していただきたい。 
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頁 大綱の内容 大綱の内容に関するコメント 

23 （４）今後のスケジュール 

 番号制度の導入時期は制度設計や法案の

成立時期により今後変わり得るが、以下を目

途とする。 

 番号制度が円滑に施行されるよう、システ

ム技術等の活用に当たっては、既存インフラ

との整合性、将来の維持管理コスト、制度や

業務要件等の可変性等を十分に考慮しなが

ら弾力性を担保しつつ取り組むことが必要

である。 

ア 平成 23 年（2011 年）秋以降、可能な限

り早期に番号法案及び関係法律の関係法

案を国会に提出する。 

イ 法案成立後、可能な限り早期に第三者機

関を設置し、業務を開始する。 

ウ 平成 26 年（2014 年）６月、個人に「番

号」、法人等に「法人番号」を交付する。

（※）後記第３ⅩのＩＣカードについて

は、確実な本人確認の実施や国民の利便

性の向上を図る観点から、導入や更新等

に伴う種々のコストも勘案しつつ、国民

への交付の在り方を検討 

エ 平成 27 年（2015 年）１月以降、「番号」

を利用する分野のうち、社会保障分野、税

務分野のうち可能な範囲で「番号」の利用

を開始する。 

オ 平成 30 年（2018 年）を目途にそれまで

の番号法の執行状況等を踏まえ、利用範囲

の拡大を含めた番号法の見直しを行うこ

とを引き続き検討する。 

 

 

・ 番号制度が国民や日本社会にもたらすメリ

ットは、社会保障分野・税分野以外にも利用

範囲を拡大するものでより大きなものとな

る。特に行政関連法規に従った公益性の高

い目的における利用などは非常に重要であ

り、早期の実現のためにも平成 30 年を待つ

ことなく速やかに検討が開始されるべきであ

る。 

・ 中でも、「犯収法」、「金商法」、「税法」、「自

主規制業務」等の業務遂行のために番号を

利用する場合については、番号制度施行時

から利用を開始できることとしていただ

きたい。 

・ 実際の金融機関における番号告知に関し

ては、取扱口座・契約が多数に上る事から、

国民への制度周知徹底までを含めた余裕

ある導入期間を準備いただきたい。 

・ 今後、番号の当初の付番等実務的な対応

について、実現可能なスキームを構築すべ

く、証券会社等関係業者と調整を図りなが

ら、検討していただきたい。 

 

 

26 

第３ 法整備 

Ⅱ 個人に付番する「番号」 

１．付番 

（２） 市町村長は、出生等により新たに住

民票に住民票コードを記載した場合には、

後記第３Ⅶ１．に規定する番号生成機関か

ら指定された、住民票コードに一対一対応
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頁 大綱の内容 大綱の内容に関するコメント 

した「番号」を書面により個人に通知する

とともに、住民基本台帳法に基づき、当該

個人に係る住民票に当該「番号」を記載す

るものとする。ただし、ＩＣチップに「番

号」が記録された後記第３ⅩのＩＣカード

が当該記録に係る者に既に交付されてい

る場合には、当該記録に係る者に対して改

めて当該通知を要しないものとする。 

 

 

・ 仮にＩＣカードが普及しない状況下では、

例えば、顧客から運転免許証などの本人確

認書類に加えて住民票の写しを徴求する

必要が生じるなど、証券会社における本人

確認実務において過剰な負担となること

が懸念される。ＩＣカードの普及を促進す

るための方策も引き続き検討していただ

きたい。 

・ 住民票に「番号」が記載されるのであれば、

住民票の写しにも一律「番号」が記載される

こととしていただきたい。 

・ 平成 26 年 6 月の付番後速やかに、全国民に

対して「番号」が通知されることとしていただ

きたい。実際の制度開始（平成 27 年 1 月）ま

での期間が短いので、国民は自身の番号を

極力早期に認識できるように通知していただ

きたい。顧客が自身の番号を認識しているこ

とは、番号の告知を受ける金融機関にとって

大前提となる。 

26 ２．変更 

 「番号」を通知された者は、「番号」の変

更を請求することができる。変更請求の要件

等については、特段の要件を設けないことと

する案や、「番号」の悪用により不利益を受

けた場合その他市町村長が適当と認める場

合等に請求できることとする案等が考えら

れるが、行政事務コストやシステム上の負荷

等の観点も踏まえ、今後、番号法案策定時ま

で引き続き検討する。 

 

 

・ 番号の変更請求については、番号を変更

しないことによる財産的、身体的危害が発

生する可能性があるなど真にやむを得な

い場合に明確に限定し、必要最小限に抑

え、悪意のある者が何度も変更請求が行う

ことのないようにすべきである。また、変

更・失効した場合には、当該情報が「番号」

を取り扱う事業者に対して適切にフィー

ドバックされる方法等についても考慮し

ていただきたい。 

・ 変更・失効の際の対応は行政側で行うも

のとし、「番号を取り扱いうる事業者」側

で対応が必要のないものとしていただき

たい。 
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頁 大綱の内容 大綱の内容に関するコメント 

 

31 

Ⅲ 「番号」を告知、利用する手続の範囲 

６．税務分野 

（１）国税 

・ 国税に関する法令の規定に基づき税務署

長等に提出する書類への記載及びこれに

係る利用その他番号法の授権に基づく政

省令で定める利用 

 

 具体的には、本人及び税務代理人等が税務

署長等に提出する確定申告書や法定調書等

の書類に「番号」を記載することや、このた

めに必要な事務に「番号」を用いることがこ

れに該当する。 

 

・ 国税に関する法令の規定に基づき、税務

職員等が適正かつ公平な国税の賦課及び

徴収のために行う事務に係る利用その他

番号法の授権に基づく政省令で定める利

用 

 

 具体的には、税務職員等による申告書の処

理、調査等に係る事務に「番号」を用いるこ

とがこれに該当する。 

 

（２）地方税（省略） 

 

 

・ 国民の申請・申告手続きの簡素化を図り、

利便性の高い社会を実現するため、税務分

野における利用には、次のものが含まれる

こととしていただきたい。 

① 既に番号の告知を受けた顧客が住所や

氏名の変更（以下「住所変更等」）した

場合に、金融機関に対する告知や本人

確認書類の提示を不要とすること 

② 番号を用いた突合作業等を通じて税当

局において特定個人の住所変更等が確

認された場合、地方税の適切な納付等

のため当該住所変更等情報（変更後住

所や氏名の情報を含む）が金融機関に

提供されること 

なお、その際には、フィードバックの

迅速性を始め、金融機関の事務負担・

コスト負荷の増加がないよう十分留意

していただきたい。 

・ 特定口座等について税法に基づく管理を行

うために、顧客から告知を受けた番号を用い

た検索システムを構築し、検索を行うことは

「法定調書等の書類に「番号」を記載するた

めに必要な事務」に該当するものと考えて差

し支えないことを確認したい。 

 

33 Ⅳ 「番号」に係る個人情報とは 

 「番号」に係る個人情報とは、①「番号」、

②情報連携基盤を通じた情報連携の対象と

なるものとして法定された社会保障及び税

分野の個人情報、③（情報連携基盤を通じた

情報連携の対象とはならないものの、）法令

に基づき「番号」を取り扱い得る事務におい

て「番号」と紐付いて扱われる社会保障及び

税分野の個人情報をいう。 

（以下省略） 

 

 

 

 

 

・ 「番号」と紐付いて扱われる社会保障の及び

税分野の個人情報をいう」とされているが、

どの程度の牽連性をもって「紐付いて」いるも

のとされるのか、より明確にしていただきた

い。 

今後Ｑ＆Ａ等で、具体的に紐付いていること

とされる事例、されない事例をより詳細に提

示していただきたい。 
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頁 大綱の内容 大綱の内容に関するコメント 

35 Ⅴ 「番号」に係る本人確認等の在り方 

１．本人確認及び「番号」の真正性確保措置

（１）「番号」の告知（法令の規定に基づい

て書面に「番号」を記載することを含む。

以下同じ。）を求めることのできる行政機

関、地方公共団体又は関係機関の職員等

（職員等には労働者派遣事業の適正な運

営の確保及び派遣労働者の就業条件の整

備等に関する法律（昭和 60 年法律第 88 

号。以下「労働者派遣法」という。）に規

定する派遣労働者を含む。以下同じ。）及

び法令に基づき「番号」を取り扱い得る事

業者 22 （「番号」に係る個人情報を取り

扱う委託を受けた者（再委託、再々委託等

の場合を含む。以下同じ。）を含む。）又は

その従業者等（従業者等には労働者派遣法

に規定する派遣労働者を含む。以下同じ。）

その他法令の規定に基づいて書面に第三

者の「番号」の記載を求められる者は、「番

号」の告知を受ける際、本人確認を行うと

ともに、「番号」の真正性を確保する措置

を講じるよう努めなければならない。 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

22 現時点では、金融機関又は源泉徴収義務

者・特別徴収義務者等たる事業者等が考え

られる。 

 

 

・ 「告知を受けた「番号」の真正性を確保

するということ」について、番号を取り扱

う事業者に過度な確認義務が強いられる

ことにならないようにしていただきたい。

・ ＩＣカード及び番号を記載する書面（通

知書）を税法上及び犯収法上の本人確認書

類として認めていただきたい。この場合、

当該通知書には、「番号」のほか４個人情

報（住所、氏名、生年月日及び性別）が記

載され、かつ、「番号」を証する書類とし

て有効なものであり、番号や住所等の変更

に伴い、再発行等がされる書類であること

を前提としている。 

・ また、これらの書類を本人確認書類とし

て認めていただく場合には、当該提示され

たカード等に記載された番号が正確な番

号であるとする運用としていただきたい。

真正性が疑わしい「番号」が判明した場合

であっても、例えば、番号を記載した各種

支払調書の再提出が義務付けられるなど

証券会社に過度に負担がかかるような取

扱いとしないでいただきたい。 

・ 証券会社の既存の顧客より、法により「番

号」のみ追加で告知を受ける際にも“本人

確認”が必要と読めるが、既に運転免許証

等の本人確認書類による本人確認がなさ

れている場合には、改めて本人確認書類の

提示を求める必要はないものとしていた

だきたい。（犯収法においては、既に本人

確認書類を用いた本人確認をしたことの

ある顧客との取引の際に、当該本人確認に

係る記録上の者と同一であることを示す

書類の等の提示又は送付を受けるか、顧客

しか知り得ない事項等の申告を受ければ、

本人確認済みの顧客との取引として、改め

て本人確認書類の提示等を求める必要は

ないこととなっており、当該犯収法の考え
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頁 大綱の内容 大綱の内容に関するコメント 

方と同様でよいと思料する。） 

・ 仮に、番号の真正性確認を目的に、追加

的な業務が義務付けられる場合は、真正性

確認のための手段・仕組みを政府にてご提

供いただきたい（例えば、金融機関・事業

会社が４情報を国税庁などの情報保有機

関が保有するデータベースに入力・送信す

ると正確な番号情報が参照できるシステ

ムの提供など）。 

36 Ⅵ 「番号」に係る個人情報の保護及び適切

な利用に資する各種措置 

１．「番号」の告知義務 

 正当な利用目的で「番号」の告知を求めら

れた者は、「番号」を告知しなければならず、

正当な理由なく、「番号」の告知を忌避して

はならない。 

 

２．「番号」の告知要求の制限 

 何人も不当な目的で「番号」の告知を求め

てはならない。 

 

３．「番号」の虚偽告知の禁止 

 何人も虚偽の「番号」を告知してはならな

い。 

 

 

 

・ 新規及び既存の顧客から一律的に番号の

告知を受けることを「正当な利用目的」と

して認めていただきたい。 

税務分野での利用の一つとして支払調書

に番号を記載して提出することが想定さ

れるが、現行税法上の規定に基づく支払調

書の提出であれば、結果的に支払調書が提

出されない場合も想定される。そのような

顧客については番号の告知を受けてはな

らない、あるいは、支払調書を提出する際

に番号を告知するとされると実務上の対

応が極めて困難となる。 

・ 「告知義務」については、顧客に対して

課されるものであって、「証券会社が顧客

から番号の告知を受けなければならない」

と義務付けられることは避けていただき

たい。 

・ 番号の告知を受ける十分な経過期間を設

けることが必要であると考えるが、金融機

関にとっては、既存口座に告知が義務付け

られた場合であっても、既存口座を開設す

る「すべての顧客」の番号を取得すること

は不可能であることにご留意いただきた

い。また、告知者へのインセンティブ等に

ついても検討していただきたい。 

・ 既に「正当な利用目的」で番号を取得し

た顧客との間で、以下の事象に対応する際
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に改めて番号を確認することが「正当な利

用目的」に該当することを確認したい。 

① 本人の属性に変更があった場合に当該

顧客に番号の告知を要求すること（連絡

先電話番号・勤務先変更等４情報以外の

情報）。 

② 証券会社が発行するカード喪失・再発

行手続の際に番号の告知を要求するこ

と。 

③ 店舗外取引用ユーザＩＤ・パスワード

再発行の際の番号の告知を要求するこ

と。 

④ 住所不明による取引停止解除手続の際

の番号の告知を要求すること。 

36 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．「番号」に係る個人情報の閲覧、複製及

び保管等の制限 

（２）法令に基づき「番号」を取り扱い得る

事業者 24 又はその従業者等は、正当な理

由なく、「番号」の記録されているデータ

ベース等を作成してはならない。 

 従業者（出向者、親子会社において親会

社が一体的に人事管理等を行っている子

会社の従業者又は退職者等を含む。）の源

泉徴収票の提出若しくは金融機関等によ

る支払調書の提出等法令に基づき「番号」

を取り扱い得る事務に利用するため、「番

号」の記録されたデータベース等を構築す

るに当たり、上記事務を含めた用途で利用

されている既存のデータベース等に、「番

号」を付加して作成するとき、又は法令に

基づき「番号」を取り扱い得る事業者若し

くはその従業者等が同事業者の従業者本

人の同意が得られている目的の範囲内で、

同人の個人情報を利用してデータベース

等を作成する際に、同データベース等を法

令に基づき「番号」を取り扱い得る事務に

も併せて利用するために、「番号」を付記

するとき等正当な理由に該当する範囲を、

 

 

・ 各所に「正当な理由」の範囲を法令で明

示することとされているが、過剰なまでに

限定列挙された場合には、当該範囲を少し

でも外れたようなケースは取扱うことが

できなくなるといった事務の制約となっ

てしまうことが懸念されることから、そう

したことが生じないよう法令で配慮をす

べきである。 
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37 

可能な限り番号法又は同法の授権に基づ

く政省令に記載するなどの方法により、確

定することとする。 

（３）（省略） 

（４）行政機関、地方公共団体、関係機関の

職員等又は法令に基づき「番号」を取り扱

い得る事業者若しくはその従業者等は、業

務に関して知り得た「番号」に係る個人情

報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不

当な目的に利用してはならない。25 

（５）事業者又はその従業者等が業務により

「番号」（法令に基づき「番号」を取り扱

い得る事業により知り得た「番号」を除

く。）を知った場合 26、当該「番号」を他

人に知らせ、若しくは不当な目的に利用

し、又は文書、図画若しくは電磁的記録に

記録して保管してはならない。27 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

24 金融機関又は源泉徴収義務者・特別徴収

義務者たる事業者等が考えられる。 

25 例えば、法令に基づき「番号」を取り扱

い得る事業者又はその従業者等が従業者

の所得情報等（「番号」に係る個人情報（「番

号」自体は除く。））を当該従業者の住宅斡

旋等の福利厚生等の目的で同利用目的に

つき当該従業者の同意を得て利用するこ

とは「不当な目的」には該当しない。 

26 「番号」が券面に記載されているＩＣカ

ードを本人確認書類として用いた場合が

考えられる。 

27 「番号」は、ＩＣカードの裏面に記載す

るなど、「番号」ができるだけ複写されな

い措置を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 「みだりに他人に知らせ」及び「不当な

目的」に該当する範囲につき御教示いただ

きたい。例えば、税務上の観点等から必要

な個人情報を民間の事業者間で授受する

必要がある場合には、当該個人情報に番号

を付記して授受することも可能であるこ

とを確認したい。なお、それが可能である

場合には、番号制度の一端を担う民間の事

業者に過度なシステム構築等の負担を生

じさせない観点から、番号の告知や本人確

認等の実務フローも含めて、現行の実務と

乖離しないよう御配慮いただきたい。 

・ 番号の告知を受ける手段として、郵送は必

須であることは前述したとおりである。 

郵送により告知を受ける番号の真正性を確

認する手段として、ＩＣカード券面に記載され

た番号の複写物は不可欠となることから、

「番号」は複写可能とされる必要がある。 

また、法令に基づき番号を取り扱い得る事

業により知り得た番号については、業務上

必要な範囲で番号の複写等が可能である

ことを明記いただきたい。 
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38 ８．「番号」に係る個人情報の安全管理措置

義務 

 行政機関、地方公共団体、関係機関又は法

令に基づき「番号」を取り扱い得る事業者は、

当該情報の漏えい、滅失又はき損の防止その

他の「番号」に係る個人情報の安全管理のた

めに、相当な措置を講じなければならない。

28 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

28 後記ⅩⅠの委員会及び個人情報保護につ

いての既存の監督機関は、連携を図りなが

ら、当該事業者において措置が確実に講ぜ

られるよう監督するものとする。 

 

 

 

・ 大綱「Ⅳ 「番号」に係る個人情報とは」

における個人情報の定義のうち、「①」に

ついては番号を取扱い得る事業者が取得

する「見える番号」を規定し、「②」につ

いては情報連携基盤において利用する「見

えない番号」を規定していると思料する。

「見えない番号」については、高度な安全

性を求める必要がある一方で、「見える番

号」は他の個人情報やリンクコードと紐付

けられてはじめて個人情報に該当するも

のと考えられるため、「見える番号」その

ものに過度な安全管理措置義務等の措置

を講じることのないようにしていただき

たい。 

・ 具体的には、「現行の個人情報保護法にお

ける規制と同様の安全管理措置」とし、個

人情報保護法及び各省庁の定めるガイド

ラインにおける規定と乖離しない措置に

していただきたい。 

40 12．情報保護評価の実施 

（３）ⅩⅠの委員会は、行政機関及び関係機

関（義務付け対象者）向けガイドライン、

並びに地方公共団体及び法令に基づき「番

号」を取り扱い得る事業者（非義務付け対

象者）向けガイドラインを作成するものと

し、情報保護評価の実施についての助言を

行うことができることとする。ガイドライ

ンには、情報保護評価を実施しなければな

らない情報システムについての基準や、情

報保護評価の実施方法、実施手順等を記載

することとする。 

 

 

 

 

・ 「番号」を取り扱い得る事業者向けガイ

ドラインについては、個々の関係機関のシ

ステムの実情や意見を踏まえ、現実に即し

た基準とされるようご留意いただきたい。

現状を踏まえずに、一律の基準がガイドラ

インで適用されることは無いように配慮

いただきたい。特に金融機関に関しては、

金融監督当局の管理監督基準との整合性

とっていただきたい。 
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45 Ⅹ マイ･ポータルへのログイン等に必要な

ＩＣカード 

１．概要 

（１）マイ･ポータルにログインするために、

現在は署名サービスのみに限られている

公的個人認証サービスに認証用途を付加

する。 

（２）電子証明書の有効期間を現行の３年か

ら５年に延長し、公的個人認証の利便性を

高める。 

（３）民間事業者の窓口等で電子的に本人確

認を行うため署名検証者を民間事業者に

拡大する。 

（４）「番号」の告知の際、「番号」の真正性

を担保するため、ＩＣカードの券面に「番

号」を記載し、ＩＣチップに「番号」を記

録する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 「民間事業者の窓口等で電子的に本人確

認を行うため署名検証者を民間事業者に

拡大する」とあるが、前述の理由から窓口

での電子的なＩＣカードによる本人確認

方法の採用を義務としないようにしてい

ただきたい。 

 

48 ⅩⅠ 第三者機関 

１．設置等 

（１）内閣総理大臣の下に、番号制度におけ

る個人情報の保護等を目的とする委員会

（以下「委員会」という。）を置く。 

（２）委員会は、次のような業務を行う。 

ア 行政機関、地方公共団体、関係機関又

は「番号」を取り扱う事業者（以下「監

督対象機関等」という。）による「番

号」に係る個人情報の取扱いの監督 

イ～キ（省略） 

 

 

 

 

 

 

・ 「番号」を取り扱う事業者は第三者機関

により監督されるとあるが、事業者にとっ

て過度な運用負担が発生しないようにし

ていただきたい。 

また、現行の監督当局による監督・検査と

重複が無いように、第三者機関による監督

内容については事前に明示し、あらかじめ

関係各方面から意見を聞く機会を設けて

いただきたい。 

 

50 ⅩⅡ 罰則 

 以下の行為又は者を処罰する罰則を創設

し 40、必要に応じて国外犯処罰規定及び両

罰規定を設ける。 

 これらの罰則の更に具体的な内容や法定

 

 

 

 

・ 「番号」取扱事業者に関する罰則規定は
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頁 大綱の内容 大綱の内容に関するコメント 

刑、他の罰則の必要性、社会保障又は税務の

個別法における処罰範囲の拡大・法定刑の加

重の要否等について制度全体の在り方を踏

まえ、検討を進める。 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

40 番号法においても、原則として、刑法（明

治 40 年法律第 45 号）総則の規定が適用

されることから（同法第 8 条）、罪を犯す

意思（故意）がない場合は処罰されない（同

法第 38 条第 1 項）。 

 

今後検討する旨があるが、罰則規定は個人

情報保護法に準ずるものとしていただき

たい。 

 

51 ２．行政機関の職員等以外も主体となり得る

もの 

（１）「番号」を取り扱う事業者若しくはそ

の従業者等又は受託業務の従事者等（以下

「「番号」を取り扱う事業者等」という。）

が、正当な理由がないのに、「番号」の記

録されているデータベースを提供した行

為 

 「番号」に係る個人情報を取り扱う委託

を受けた者に対して提供するとき、従業者

（出向者、親子会社において親会社が一体

的に人事管理等を行っている子会社の従

業者又は退職者等を含む。）の人事管理・

福利厚生のために必要で、第三者への提供

につき当該従業者の同意があるとき、法令

に基づき「番号」を取り扱い得る事業者の

事業が、合併、分社化、営業譲渡等により

承継されるに際し、「番号」の記録されて

いるデータベースを移転するとき、又は法

令に基づき提供するとき等正当な理由に

該当する範囲を、可能な限り番号法に記載

するなどの方法により、確定することとす

る。 

 

 

・ 各所に「正当な理由」の範囲を法令で明

示することとされているが、限定列挙にす

ることが意図されている訳ではないこと

を確認させていただきたい。「その他正当

と認められる理由」のような条文文言が必

要であり、過剰な限定列挙は「番号」に係

る事務の制約となってしまうことを懸念

する。 

・ 「正当な理由」に該当する範囲につき御

教示いただきたい。例えば、税務上の観点

等から必要な個人情報を民間の事業者間

で授受する必要がある場合には、当該個人

情報に番号を付記して授受することも可

能であることを確認したい。なお、それが

可能である場合には、番号制度の一端を担

う民間の事業者に過度なシステム構築等

の負担を生じさせない観点から、番号の告

知や本人確認等の実務フローも含めて、現

行の実務と乖離しないよう御配慮いただ

きたい。 

以   上 


